
 

議案第１０１号 

さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正す

る条例の制定について 

さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条

例を次のように定める。 

令和６年６月５日提出  

さいたま市長 清 水 勇 人 

   さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正す

る条例 

（さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第１条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年さ

いたま市条例第６６号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（職員） （職員） 
第４５条 ［略］ 第４５条 ［略］ 
２ 保育士の数は、乳児おおむね３人につき１人以

上、満１歳以上満３歳に満たない幼児おおむね６

人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満たない

幼児おおむね１５人につき１人以上、満４歳以上

の幼児おおむね２５人につき１人以上とする。た

だし、一の保育所につき２人を下ることはできな

い。 
 

２ 保育士の数は、乳児おおむね３人につき１人以

上、満１歳以上満３歳に満たない幼児おおむね６

人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満たない

幼児おおむね２０人につき１人以上、満４歳以上

の幼児おおむね３０人につき１人以上とする。た

だし、一の保育所につき２人を下ることはできな

い。 

（さいたま市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こ

ども園の認定の要件を定める条例の一部改正） 

第２条 さいたま市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認

定こども園の認定の要件を定める条例（平成３０年さいたま市条例第２４号）の一



 

部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （職員の配置の基準）  （職員の配置の基準） 
第３条 認定こども園には、次に掲げる基準に適合 
 する数の教育及び保育に従事する者を置き、かつ、

 常時２人を下回ってはならない。 

第３条 認定こども園には、次に掲げる基準に適合 
 する数の教育及び保育に従事する者を置き、かつ、

 常時２人を下回ってはならない。 
 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 
 ⑶ 満３歳以上満４歳未満の園児おおむね１５人

につき１人以上 
 ⑶ 満３歳以上満４歳未満の園児おおむね２０人

につき１人以上 
 ⑷ 満４歳以上の園児おおむね２５人につき１人

以上 
 ⑷ 満４歳以上の園児おおむね３０人につき１人

以上 
２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 
  

 （さいたま市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例の一部改

正） 

第３条 さいたま市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例（平

成２６年さいたま市条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （職員の数等）  （職員の数等） 
第５条 ［略］ 第５条 ［略］ 
２ ［略］ ２ ［略］ 
３ 幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び

保育（満３歳未満の園児については、その保育。

以下同じ。）に直接従事する職員の数は、次の表

３ 幼保連携型認定こども園に置く園児の教育及び

保育（満３歳未満の園児については、その保育。

以下同じ。）に直接従事する職員の数は、次の表



 

の左欄に掲げる園児の区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に定める員数以上とする。ただし、当該職

員の数は、常時２人を下ってはならない。 

の左欄に掲げる園児の区分に応じ、それぞれ同表

の右欄に定める員数以上とする。ただし、当該職

員の数は、常時２人を下ってはならない。 
園児の区分 員数 

１ 満４歳以上の園児 おおむね２５人につ

き１人 
２ 満３歳以上満４歳

未満の園児 
おおむね１５人につ

き１人 
 ［略］ 

 

園児の区分 員数 
１ 満４歳以上の園児 おおむね３０人につ

き１人 
２ 満３歳以上満４歳

未満の園児 
おおむね２０人につ

き１人 
 ［略］ 

 

４・５ ［略］ ４・５ ［略］ 
  

（さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正） 

第４条 さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６

年さいたま市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、 

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。 

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （職員）  （職員） 
第２９条 ［略］ 第２９条 ［略］ 
２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める数の合計数に１を加えた数以上

とする。ただし、一の小規模保育事業所Ａ型につ

き２人を下ることはできない。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める数の合計数に１を加えた数以上

とする。ただし、一の小規模保育事業所Ａ型につ

き２人を下ることはできない。 
 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 
 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

１５人につき１人（法第６条の３第１０項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 

 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

２０人につき１人（法第６条の３第１０項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１

人 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１

人 
３ ［略］ ３ ［略］ 
  
 （職員）  （職員） 
第３１条 ［略］ 第３１条 ［略］ 
２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児の

区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を

加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士と

する。ただし、保育従事者の数は、一の小規模保

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる乳幼児の

区分に応じ、当該各号に定める数の合計数に１を

加えた数以上とし、そのうち半数以上は保育士と

する。ただし、保育従事者の数は、一の小規模保



 

育事業所Ｂ型につき２人を下ることはできない。 育事業所Ｂ型につき２人を下ることはできない。 
 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 
 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

１５人につき１人（法第６条の３第１０項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 

 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

２０人につき１人（法第６条の３第１０項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１

人 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１

人 
３ ［略］ ３ ［略］ 
  
 （職員）  （職員） 
第４４条 ［略］ 第４４条 ［略］ 
２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、 
 当該各号に定める数の合計数以上とする。ただし、

 一の保育所型事業所内保育事業所につき２人を下

ることはできない。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区分に応じ、 
 当該各号に定める数の合計数以上とする。ただし、

 一の保育所型事業所内保育事業所につき２人を下

ることはできない。 
 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 
 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

１５人につき１人（法第６条の３第１２項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 

 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

２０人につき１人（法第６条の３第１２項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１

人 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１

人 
３ ［略］ ３ ［略］ 
  
 （職員）  （職員） 
第４７条 ［略］ 第４７条 ［略］ 
２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める数の合計数に１を加えた数

以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。た

だし、保育従事者の数は、一の小規模型事業所内

保育事業所につき２人を下ることはできない。 

２ 保育従事者の数は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める数の合計数に１を加えた数

以上とし、そのうち半数以上は保育士とする。た

だし、保育従事者の数は、一の小規模型事業所内

保育事業所につき２人を下ることはできない。 
 ⑴・⑵ ［略］  ⑴・⑵ ［略］ 
 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

１５人につき１人（法第６条の３第１２項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 

 ⑶ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね

２０人につき１人（法第６条の３第１２項第２

号の規定に基づき受け入れる場合に限る。次号

において同じ。） 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね２５人につき１

人 
 ⑷ 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１

人 
３ ［略］ ３ ［略］ 
  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 



 

２ 当分の間、第１条の規定による改正後のさいたま市児童福祉施設の設備及び運営

の基準に関する条例第４５条第２項、第２条の規定による改正後のさいたま市幼稚

園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園の認定の要

件を定める条例第３条第１項、第３条の規定による改正後のさいたま市幼保連携型

認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例第５条第３項並びに第４条の規定

による改正後のさいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例第

２９条第２項、第３１条第２項、第４４条第２項及び第４７条第２項の規定の適用

については、これらの規定中「１５人」とあるのは「２０人」と、「２５人」とあ

るのは「３０人」とする。 


